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医療分（医療費への充当分）の例

③
保
険
料
収
納

必
要
総
額

②公費・前期高齢者
交付金

①Ａ市の医療費総額

29年度まで

③＝①－②
⇒ Ａ市において保険料で集めるべき総額が決定

例：３方式の場合（現行の標準割合＝50：35：15）

Ｘ
所得割

Ｙ
均等割

（被保険者割）

Ｚ
平等割
（世帯割）

⇒保険料収納必要総額を「所得割」「均等割」「平等割」に按分

○ 所得割率 ＝ Ｘ ÷ Ａ市の所得総額

○ 均等割額 ＝ Ｙ ÷ 〃 被保険者数

○ 平等割額 ＝ Ｚ ÷ 〃 世帯数

30年度から

③
納
付
金
総
額

②公費・前期高齢者交付金

①兵庫県全体の医療費総額

③＝①－②
⇒兵庫県全体で納付金を賄うべき総額が決定

Ｂ
市 ・・・ Ｈ

町

納付金を市町ごとに按分（※）
⇒ Ａ市に按分された納付金額＝Ａ市の保険料収納必要総額

※納付金の算定方法

○ 市町ごとの「所得水準」「被保険者数」「世帯数」に応じて
按分した額に医療費水準を反映

○ 具体的な算定方法（イメージ）は、次ページ参照

保険料の算定方法（イメージ）

Ａ
市

Ａ市 兵庫県



医療費総額（見込み）から

公費等を控除

１ 保険料収納必要額の算出

保険料収納
必要総額
１００億円

公費
２００億円

医療費総額
３００億円

各市町が推計した医療

費等をもとに、県内全体

の医療費等を推計し、

保険料収納必要総額を

算定

保険料収納必要総額を各市町の ①所得総額、

②被保険者数、③世帯数の割合で按分

２ 納付金の按分

所得割分

５０億円

均等割分

３５億円

平等割分

１５億

①県全体に占める

各市町の所得総額
の割合で按分

②県全体に占める

各市町の被保険者
数の割合で按分

③県全体に占める
各市町の世帯数
の割合で按分

１０億円 ＋ ７億円 ＋ ３億円 ＝ ２０億円 × １．１

① 所得総額

② 被保険者数

③ 世帯数

の割合が１/５

年齢構成調整後の医療費水準

を乗じて納付金額を算出

３ 医療費水準の反映

Ａ市の一人当
たり医療費が

全国平均で
あった場合の

医療費

③＝①×②

の合計

0～4歳 ５％ ×　200,000

5～9歳 ６％ ×　100,000

65～69歳 １５％ ×  43,0000

70～74歳 １７％ ×　570,000

合計 １００％ －

・
・
・

年齢
区分

300,000

Ａ市の

被保険者
構成割合

①

全国平均

一人当たり
医療費

②

Ａ市の年齢構成調整後の医療費水準

○ Ａ市の実績一人当たり医療費 330,000円

○ Ａ市の医療費水準330,000÷300,000 =1.1

納付金額
２２億円＝

納付金の算定方法（イメージ）

例：Ａ市



１　平成30年度以降の国民健康保険特別会計の仕組み

２　平成30年度川西市国民健康保険事業特別会計の収支見込みについて令和元年度川西市国民健康保険事業特別会計の収支見込みについて

（単位：千円）

⑤繰入金

⑦諸収入

5,171,146

△ 66,569

422,063

26,473

5,104,577

歳入歳出差引０

歳

入

保険給付費等交付金

（普通交付金）

※市の給付費を県が負担するもの

保険給付

費等交付

金（特別

交付金）

繰入金

繰越金等

〇市は県に割り振られた納付金を支払い、県は市の給付費を全額負担する。

〇市は県に納める納付金と市で実施する保健事業の費用等を賄うために税率設定をする。

歳

出
国民健康保険事業費納付金 保健事業費等

保険給

付費等

交付金

償還金

徴収

金等
国民健康保険税

④財産収入

基金繰入金

利子及び配当金

一般会計繰入金

19

1,183,628

0

令和元年度収支見込み

延滞金、加算金、過料

歳入合計

雑入

⑥繰越金

保険給付費等交付金

給付費

（審査支払手数料・出産育児一時金・葬祭費含む）

①国民健康保険税

②使用料及び手数料

（普通交付金を除く）
③県支出金

この部分の収支状況は下記のとおり

科目

歳

入

⑤予備費

歳出合計

歳入歳出差引額

※端数処理を行っているため、各科目の数値の積み上げが合計欄の数値と一致しないことがある。

歳

出 ④諸支出金

①総務費

②国民健康保険事業費納付金

③保健事業費

316,302

4,576,271

145,583

132,990

0

決算見込額

3,067,028

1,383

375,324

28,658



医療給付費の推移
（単位：千円）

平成２7年度実績 平成２8年度実績 平成２９年度実績 平成30年度実績 令和元年度見込

平均一般被保険者数（人）※ 38,168 36,586 34,605 33,081 31,525

療養給付費 10,106,608 9,980,338 9,541,099 9,373,519 9,069,968

療養費 169,712 153,789 132,245 128,529 120,983

高額療養費 1,313,947 1,393,821 1,306,396 1,339,972 1,273,916

高額介護合算 577 792 905 1,240 1,577

高額外来年間合算 － － － － 3,580

移送費 0 17 51 0 0

計 11,590,843 11,528,758 10,980,696 10,843,260 10,470,024

一人当たり額（円） 303,679 315,114 317,318 327,779 332,118

対前年度比較（％） 105.08 103.77 100.70 103.30 101.32

平均退職被保険者数（人）※ 1,518 862 414 131 19

療養給付費 424,008 237,405 130,069 29,546 4,138

療養費 6,520 2,781 1,206 552 46

高額療養費 66,941 39,869 26,535 3,953 782

高額介護合算 17 103 63 3 0

移送費 0 0 0 0 0

計 497,486 280,159 157,873 34,054 4,966

一人当たり額（円） 327,653 325,199 381,566 259,954 261,368

対前年度比較（％） 111.98 99.25 117.33 68.13 100.54

12,088,329 11,808,917 11,138,569 10,877,314 10,474,990

304,596 315,346 318,077 327,512 332,076

105.33 103.53 100.87 102.97 101.39

※平均被保険者数は３月－２月ベース

対前年度比較（％）

医療給付費計

一人当たり額（円）

一
般

退
職

12,088百万円

11,809百万円

11,139百万円

10,877百万円

10,475百万円

304,596円

315,346円 318,077円

327,512円
332,076円

210,000円

230,000円

250,000円

270,000円

290,000円

310,000円

330,000円

350,000円

9,500百万円

10,000百万円

10,500百万円

11,000百万円

11,500百万円

12,000百万円

12,500百万円

H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 令和元年度見込

医療給付費合計

一人当たり額








